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豊田市食肉センターの民営化について 

 

豊田市産業部農政課 

 

1.はじめに 
 

 当施設は、市内の畜産振興と市域への食肉の安定供給を目的として設置した「と畜場法」に基づく「と畜場」

です。昭和 42年に市内中心部の栄町から秋葉町の現敷地に移転、開業し、昭和 45年には名称を「豊田市食肉セ

ンター」に変更しました。また、施設の運営については、市の一般会計からの繰入金を主な財源とした特別会計

（「食肉センター特別会計」）により運営してきました。 

 昭和 49年に豊田食肉地方卸売市場を併設、平成 10年には豊田市が中核市に移行したことにより食肉検査業務

が県から市へ移管されるなどの環境の変化の中、建物の新・増改築等を行い、395 頭／日の処理能力を有してい

ます。 

 

2.背景 
 

 民営化の検討が始まった経緯としては、当時、市内の畜産農家が減少したこと、豊田市食肉センターから豊田

市域への食肉流通も全体の 3分の 1程度となっていたことから、一般会計からの繰入金による運営では、公共事

業として継続する当初の目的・意義が低下しているという課題が顕在化してきていました。 

 そこで、平成 21 年 6 月から豊田市、豊田食肉事業協同組合、JA あいち経済連等で構成する「食肉センター運

営委員会」において、将来の方向性の検討を行いました。その結果、関係団体から強い存続の要望もあり、独立

採算による運営を基本として、民営化を目指すこととしました。 

 民営化の移管先については、と畜事業を安定的、適切に実施できる団体として、豊田食肉事業協同組合とする

こととしました。 

 豊田食肉事業協同組合は、市内の精肉業者 7社が出資する中小企業等協同組合法に基づく法人格のある団体で

す。昭和 43年 1月に設立され、設立時より豊田市食肉センターでと畜解体作業を実施していました。 
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3.民間への移行 
 

 民営化にあたっては、「食肉センター運営委員会」において、民営化実現の可能性を確実なものとして進める

ことができるよう、市直営から直ちに完全民営に移行するのではなく、準備段階、試行段階、完全民営化へと段

階的に民営化を進めるとの方針が出され、この考え方に基づき民営化を進めてきました。 

 第 1段階についてですが、平成 21年度から平成 23年度を準備期間とし、組合は経営能力と体制の強化を図り、

市は民営化後、民間事業者による安定した経営が可能となるよう豊田市食肉センターの運営方法等の見直しを行

いました。市が行った見直しは、二点ありました。ひとつは、センター及び冷蔵庫の使用料の改定です。改定内

容は下表のとおりです。使用料の改定は、平成 21 年 9 月市議会定例会において「豊田市食肉センター条例」を

改正し、平成 22年 4月 1日から適用しました。 

 二つめは、収益性が低い牛のと畜を廃止し、収益性と生産性が高く安定したと畜需要が見込める豚専用のと畜

場へと転換をすることとしました。これにより、将来の設備投資やランニングコストを縮減し、経営改善を図る

ことを目指すものです。牛のと畜廃止についても、平成 21年 9月に条例を改正し、平成 23年 4月から適用しま

した。さらに、牛のと畜廃止とともに当時 10 年近く実績のなかった山羊、めん羊についてもと畜を廃止しまし

た。また、豚専用と畜場への転換に合わせて、衛生的で生産効率の高い施設への改修を行いました。 

 第 2段階は、平成 24年度から平成 26年度を試行期間とし、指定管理者制度を導入し、豊田食肉事業協同組合

を指定管理者として豊田市食肉センターを運営しました。また、指定管理者としての運営期間中に、経営面や衛

生面、周辺環境面についての評価、経営能力と収支状況の確認など、豊田食肉事業協同組合が豊田市食肉センタ

ーの運営を適切にできるかの確認を行いました。 



-31- 

 

 

 第 2段階を経て、平成 27 年 4月に豊田市食肉センターを完全民営化しました。民営化にあたっては、平成 26

年 12月議会において、「豊田市食肉センター条例」を廃止しました。また、施設名称を「豊田市食肉センター」

から「豊田食肉センター」に変更しました。 

 

4.民営化後の市の支援 
 

 民営化後においても、豊田食肉センターは、食の安全面、地域の利用者の利便性確保等の観点から、一定の公

益性を有するものと考えています。したがって、豊田食肉事業協同組合による豊田食肉センターの運営に対し、

市から一定の支援をすることとしています。具体的な支援策は、以下のとおりです。 

 ① 土地、建物・設備の無償貸与、譲渡 

   民営化にあたって、経営の基盤となる土地、建物・設備について、土地は市から豊田食肉事業協同組合に

無償貸与しています。土地の無償貸与においては、契約書に転貸の禁止や組合が契約に違反したときなど

には市により契約を解除することができるなどを規定しています。 

   建物・設備については、5 年間無償貸与し、その後、適正な運営ができているか見極めたうえで、無償譲

渡することとしています。無償貸与期間中は、土地と同様に転貸の禁止、違反時の市による契約解除など

を契約書に規定しています。また、建物・設備の修繕については、豊田食肉事業協同組合が負担すること

としています。 

② 大規模修繕に対する支援 

   豊田食肉センターは昭和 42 年開業であり、建物の老朽化が進んでおり大規模な修繕が必要となります。

また、設備についても一定期間で修繕・更新が必要となります。100 万円以上の建物・設備の修繕・更新

に係る費用の 2分の 1を市が補助することとしています。 
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 ③ 汚泥処理費用に対する支援 

   周辺住民の住環境への配慮のため、環境対策として、豊田食肉センターの汚水処理施設から出る汚泥の処

理費用について、市が負担することとしています。 

 

5.今後について 
 

 今後についても、継続して豊田食肉事業協同組合による豊田食肉センターの運営を支援し、地域の畜産振興と

安全・安心な食肉の安定供給に努めていきたいと考えています。 
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豊田食肉センター概要 

 

開設者   当初：豊田市（S48.1.25許可） 

      現在：豊田食肉事業協同組合（H27.4.1許可） 

所在地   愛知県豊田市秋葉町 6丁目 50番地 

沿革 

   昭和 42年  市内栄町から現在地に移転 

昭和 45年  名称を市場性のある食肉センターに変更（豊田市食肉センター） 

昭和 47年  増改築により処理能力 300頭／日 

昭和 49年  豊田食肉卸売市場開設（愛知経済連）、社団法人日本格付協会豊田支部発足 

昭和 54年  管理棟新築 鉄筋コンクリート 2階建 

平成 10年  食肉検査業務を県から市へ移管 

平成 10～  と畜法改正対応を含む全面改修工事、自動背割機、自動皮剥機、と体洗浄 

11年  機等導入、汚水処理施設改修、処理能力 330頭／日 

平成 15年  耐震工事実施 

平成 20年  処理能力 340頭／日、豚腹乗コンベア・自動背割機オーバーホール 

平成 23年  牛と畜廃止、豚専用と畜場改修工事 

平成 24年  指定管理者（豊田食肉事業協同組合）制度導入、処理能力 360頭／日 

平成 25年  悪臭対策実施（汚水処理施設に密閉蓋新設、脱水汚泥産廃搬出等） 

平成 27 年  民営化（豊田食肉事業協同組合）、土地・建物等使用貸借（豊田食肉センター）、汚水処理

設備・汚泥脱水機更新、処理能力 395頭／日 

平成 28年  大腸小腸切開洗浄機更新、食肉処理業許可施設開設 

 

施設（H27.6.1現在） 

   敷地面積         10,153.92㎡ 

建物面積  と畜棟     1,399.2㎡ 

         管理棟      654.5㎡ 

         その他の建物   248.7㎡ 

         汚物処理設備   658.3㎡ 

処理能力  豚        395頭／日（制限頭数）通常処理 380頭／日 

汚水処理能力（活性汚泥方式） 395トン／日 

 

豊田食肉事業協同組合（沿革） 

   昭和 43年  組合設立（S43.1.17、出資金 570,000円） 

      食肉センターのと畜解体作業開始 

平成 24年  指定管理者（利用料金制）として食肉センター管理運営開始 

平成 27年  食肉センター開設者として管理運営開始 
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